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１．はじめに 

緊急時対応能力の向上に資する訓練を踏まえた規制の関与のあり方の一環

として、令和４年度に事業者間ピアレビューの成立性を確認するため、四国電

力株式会社の伊方発電所、東京電力ホールディングス株式会社の柏崎刈羽原子

力発電所、関西電力株式会社の美浜発電所及び東北電力株式会社の女川原子力

発電所の計４発電所で行われた事業者防災訓練において、原子力規制庁の訓練

評価指標を用いた事業者間ピアレビューが実施された。 

本資料では、事業者間ピアレビュー結果、原子力事業者による自己評価結果

及び原子力規制庁による仮評価結果を比較し、その成立性について検討する。 

 

２．比較検討結果 

事業者間ピアレビュー結果、原子力事業者による自己評価結果及び原子力規

制庁による仮評価結果を表１～表４に示す。 

比較の結果、原子力事業者による評価結果と原子力規制庁による評価結果は

概ね一致していると言えるが、評価指標２、評価指標３及び評価指標４に一部

の評価に差異がみられたことから、以下のとおりその要因と対策について検討

した。 

 

①評価指標２の評価結果に生じた差異について 

評価指標２については、伊方発電所の原子力事業者による自己評価結果と

原子力規制庁の評価結果間並びに女川原子力発電所の原子力事業者による

自己評価及び事業者間ピアレビュー結果と原子力規制庁の評価結果間に差

異がみられた。評価指標２で確認された両者の差異は、３項目のうち１項目

の評価結果により生じたものであり軽微なものと判断できるが、両者の差異

について検討する。 

当該指標による評価では、訓練後に集計されるＥＲＣプラント班からのア

ンケート結果に基づき、評価指標２－１～２－３に関連する５段階評価結果

から加重平均して得られるものであるが、ＥＲＣプラント班は訓練時に数十

名参加している一方、事業者間ピアレビューにおいては、数名のアンケート

結果に基づき評価結果を得ており、母数の違いにより差異が表れやすくなっ
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ているものと考えられる。 

また、原子力事業者による自己評価結果は、アンケート結果から得られて

いるものではないが、原子力事業者による自己評価結果と原子力規制庁によ

る評価結果に差異については前述によるものとは異なると考えられる。 

ＥＲＣのプラント班は異なる役割をもった複数の担当から構成されてお

り、オンサイト統括を筆頭にプラント班長、副班長、事象進展予測担当が主

として原子力事業者からＴＶ会議を通して直接情報収集することから、プラ

ント状況、進展予測、対応戦略及びその状況いずれも重要視する。ホワイト

ボード担当は、ＴＶ会議のやり取りをモニタリングし、ホワイトボードに記

録を行い、クロノロジー担当も同様に逐次システムに時系列情報を入力する

ことから、両担当にとっては、刻々と変化するプラント状況がタイムリーに

提供されることが重要となる。資料作成担当は、庁内説明や官邸を含む対外

発信用に容易に事故状況が把握できる資料を作成することから、プラント状

況や対応戦略に関する正確な情報提供が重要となるが、一定間隔で資料が作

成されるため即時性に対する重要度は相対的に低い。総括班は適宜これを取

りまとめ、速やかにＥＲＣ総括班等に展開する。また、原子力事業者のリエ

ゾンから各担当の望む情報をそれぞれ収集することとなる。 

このように、評価指標２－１～２－３で求められる説明内容や情報提供の

即時性に対して、各担当にとっての重要度が異なるため、アンケート結果の

分布は広がり易いと言える。 

一方で、原子力事業者による自己評価の場合、各評価指標に求められる項

目を発信したという事実をもって評価が行われている傾向がある。このため、

評価段階において、発信した情報は適切なタイミングでニーズに合致したも

のが提供されていたか検証され難く、規制庁による評価結果との差異が生じ

たものと考えられる。 

このことから、今後実施される原子力事業者による自己評価にあたり、ニ

ーズに応じて評価指標２－１～２－３に求められる情報提供が適切なタイ

ミングで行われたか検証を行うことを促すこととしたい。また、今年度以降

実施される事業者防災訓練における、ＥＲＣへの原子力事業者の視察の受け

入れにあたり、ＥＲＣプラント班のニーズを把握する観点での視察を原子力

事業者に促すこととしたい。 

また、評価指標２の評価の考え方に、プラント班のニーズに基づき適切な

タイミングで情報提供が行われたか検証することを追記することとする。 

 

②評価指標３の評価結果に生じた差異について 

評価指標３については、女川原子力発電所の原子力事業者による自己評価



及び事業者間ピアレビュー結果と原子力規制庁の評価結果に差異がみられ

た。評価指標３で確認された両者の差異は、４項目のうち１項目の評価結果

により生じたものでありこの差異についても指標２と同様に軽微なものと

判断できるが、両者の差異について検討する。 

今回の訓練の評価において差異が認められたのは、情報共有のためのツー

ルの活用を評価する指標のうち、ＣＯＰがＥＲＣプラント班に適切に活用さ

れ、情報共有に資していたか評価する評価指標３－３であり、事業者間ピア

レビュー結果及び自主評価結果がＢ評価であるのに対し、原子力規制庁によ

る評価はＡ評価としている。 

今回実施された事業者防災訓練では、通信回線又は機器の不調により、書

画装置による伝送画面の解像度が確保されず、訓練期間を通して伝送画像が

読み取れない事象が発生した。これにより、情報共有に遅れが度々生じてい

たこと、及び、この事象は当該事業者の訓練等において度々発生しており、

実発災時の情報共有体制が懸念され、訓練後の課題抽出面談において原子力

規制庁の事業者防災訓練担当（緊急事案対策室事業者防災班）から、重要な

課題として早急に対応するように求めたことも要因となり、結果として、事

業者間ピアレビュー結果及び原子力事業者による自主評価結果がＢ評価と

なっていると推察できる。 

一方で、ＣＯＰはＦＡＸ送信により適宜リエゾン要員から資料が配布され

ており、タイムリーな提供ではないにせよ、必ずしもＣＯＰの内容がＥＲＣ

プラント班に共有されていなかった訳ではなかった。また、①で述べたとお

りＥＲＣプラント班の各担当のニーズの違いにより、原子力規制庁による評

価結果（アンケート結果）の分布は広くなりＡ評価となり、事業者間ピアレ

ビュー及び自主評価結果との間に差異が生じたと考えられる。 

 

②評価指標４の評価結果に生じた差異について 

評価指標４については、女川原子力発電所の原子力事業者による自己評価

及び事業者間ピアレビュー結果と原子力規制庁の評価結果に差異がみられ

た。評価指標４で確認された両者の差異について検討する。 

評価指標４は確実な通報や連絡が行われたか評価するものであり、具体的

には通報文の正確性、ＥＡＬ判断根拠の説明、１０条確認会議等の対応及び

２５条報告の適切性を評価する。今回の評価では、事業者間ピアレビュー結

果及び原子力事業者による自己評価結果がＡ評価としているが、原子力規制

庁による評価結果はＢ評価とした。 

これは、今回実施された訓練において、原子力事業者側に通信機器の不具

合が発生し、訓練中盤以降に原子力事業者からの通報文のＦＡＸが受信され



ておらず、かつ、原子力規制庁に通報が未達であることを原子力事業者は認

識していたが、代替措置が講じられることはなかったことから、確実な通報

が行われていないとして原子力規制庁による評価結果をＢ評価としている

が、原子力事業者側の評価はＦＡＸ送信操作を行った事実をもってＡ評価と

している。 

原子力事業者によれば、この事例は、原子力事業者側で用いた通信機材が、

実発災時に用いるものとは異なる通信機器を用いられていたため、送信デー

タの滞留が起きたとしている。また、原子力事業者側のコントローラからプ

レーヤーに対して代替手段を含め使用する通信機器の範囲が曖昧であった

ため、ＦＡＸ未達を認識しつつも代替措置が講じられなかったものと考えら

れる。以上のことから、両者の差異は確実な通報についての認識が原子力事

業者と原子力規制庁の間で一致していないかったことによると判断できる。 

このため、事業者間ピアレビュー及び原子力事業者による自己評価の適用

にあたり、当該評価指標の考え方に、確実な通報の解説として、送信操作の

みならず通報が送付先に確実に届いていることが必須であることを明記す

ることとする。 

 

その他の評価指標による評価結果については、事業者間ピアレビュー結果及

び原子力事業者による自己評価結果と原子力規制庁による評価結果は一致し

た。 

以上のことから、原子力事業者と原子力規制庁の評価結果は概ね一致してお

り、一部、評価の考え方を明確にする必要があるものの、原子力規制庁の評価

指標を用いた事業者間ピアレビュー及び原子力事業者による自己評価の適用

性は確認できたとものと考える。 
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